
（平成２４年２月１日報道資料抜粋）

１．今回のあっせん等の概要

（１）年金記録の訂正の必要があるとのあっせんを実施するもの 2 件

国民年金関係 2 件

（２）年金記録の訂正を不要と判断したもの 6 件

国民年金関係 4 件

厚生年金関係 2 件

年金記録確認山口地方第三者委員会分

年金記録に係る苦情のあっせん等について



山口国民年金 事案 721 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、平成元年７月から２年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要で

ある。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 40年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： 平成元年７月から２年３月まで 

    私は、平成元年７月 20 日に会社を退職後、すぐには国民年金の加入手続

をせず、その後結婚し、３年２月末頃、夫の転勤に伴いＡ市Ｂ区へ転居し

た際に加入手続をしたと思う。その翌月、自宅に届いた国民年金保険料の

納付書により、元年７月から第３号被保険者資格を取得した月の前月の２

年 11 月までの保険料が未納であることが分かったが、結婚する前の保険料

で金額も 15 万円ぐらいと多額であったため、実家の母親から送金してもら

って当該期間の保険料を全て納付した。 

    領収書は無く、加入手続や納付場所なども定かには記憶していない上、

保険料を納付する資金を送金してくれた母親も 10 年前に他界しており、納

付したことを明らかにするものは無いが、自宅に届いた納付書により一括

納付したので、申立期間を保険料納付済期間と認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間は９か月と短期間であり、申立人は申立期間を除き、国民年金加

入期間の国民年金保険料を全て納付しており、納付意識の高さがうかがえる。 

また、申立人の国民年金手帳記号番号は、申立人のＡ市Ｂ区への転入日及

び申立人の後の手帳記号番号の任意加入者の資格取得日により、平成３年２

月 28 日又は同年３月１日にＡ市で払い出され、元年７月 21 日に遡って被保

険者資格を取得していることが推認できるところ、当該払出時点において申

立期間の保険料を過年度納付することは可能である。 

さらに、申立人は、申立期間を含む平成元年７月から２年 11 月までの保険

料を、送付された納付書により一括して納付したとしているところ、Ａ市は、



「当時、過年度納付が可能な未納期間のある人に対しては、過年度納付につ

いて説明していた。また、社会保険事務所（当時）が発行する過年度納付書

を市の窓口で預かっており、希望者には現年度と過年度の納付書の両方をそ

の場で交付又は同封して郵送することもあった。」と回答している上、申立

人が一括して納付したと主張している金額は、当該期間の保険料額とおおむ

ね一致しているなど、申立内容に不自然さはみられない。 

加えて、申立人は、申立人の母親から送金してもらい、当該期間の保険料

を納付したとしているところ、申立期間当時の申立人の父親の標準報酬月額

の記録などから、申立人の母親が当該期間の保険料を負担することは可能で

あったと考えられる上、申立人は、申立期間直後の平成２年４月から同年 11

月までの保険料を納付していることを踏まえると、申立人が申立期間の保険

料のみを納付しなかったとするのは不自然である。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年

金保険料を納付していたものと認められる。 



山口国民年金 事案 722 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 49 年８月から 50 年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要で

ある。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 26年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： 昭和 49年８月から 50年３月まで 

 Ａ市役所の職員から、国民年金の加入勧奨を受けた際に、私の妻が、将

来のことを考えて、まずは私の加入手続だけを行い、私の国民年金保険料

を納付していた。 

私の妻は几
き

帳面な性格で、途中の保険料を払わないままでいるとは考え

られず、申立期間の保険料も納付したはずなので、申立期間の納付を認め

てほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

 申立人の国民年金手帳記号番号は、申立人が所持している国民年金手帳の

発行日から、昭和 49 年 10 月 29 日に払い出されたことが確認できるところ、

その時点で申立期間に係る国民年金保険料の納付期限は経過しておらず、同

日後に、申立期間の保険料を現年度納付することは可能である。 

また、申立期間は８か月と短期間である上、前述の国民年金手帳の昭和 49

年度国民年金印紙検認記録欄により、申立人は、昭和 49 年４月から同年７月

までの保険料を 50 年４月 30 日に現年度納付していること、並びに申立人に

係る国民年金被保険者台帳及びオンライン記録により、同年４月以降の保険

料を全て現年度納付していることが確認できるなど、申立期間の保険料を納

付していたとする申立人の妻の納付意識の高さを踏まえると、申立人の妻が

申立期間についても納付していたものとみても不自然ではない。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年

金保険料を納付していたものと認められる。 



 

山口国民年金 事案 719（事案 675の再申立て） 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の平成４年７月から８年３月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 47年生 

住    所 ：  

  

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： 平成４年７月から８年３月まで 

    私は、申立期間当時は大学生であり、無収入であったため、保険料を納

付しなかったところ、督促のはがきが来た。帰省した際に、数十万円の金

額の督促はがきを父親に渡し、保険料を納付してもらったので、それ以降

は督促のはがきは来ていないのに、申立期間が未納となっていることに納

得できないとして申立てを行ったが、記録の訂正は認められなかった。 

    新たな資料や情報は無いが、両親は絶対に保険料を納付したと証言して

くれているので、再度調査をしてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間に係る申立てについては、申立人は申立期間の国民年金保険料の

納付に直接関与しておらず、保険料を納付したとする申立人の父親からも納

付金額、納付時期及び納付場所に関する具体的な供述を得ることができない

上、申立人の父親が申立期間の保険料を納付したことを示す関連資料（家計

簿、確定申告書等）が無いなどとして、既に当委員会の決定に基づき、平成

23 年５月 11 日付けで年金記録の訂正は必要ではないとする通知が行われて

いる。 

今回の申立てにおいて、申立人は、新たな資料及び事情は無いとしている

ことから、これまでに収集した資料等を再検討したが、申立人の保険料が納

付された事情は見当たらない。 

また、再度、申立人の両親から保険料の納付に関する状況を聴取したが、

申立期間の保険料を納付していたことをうかがわせる具体的な供述は得られ

ず、そのほかに委員会の当初の決定を変更すべき新たな事情も見当たらない

ことから、申立人が、申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認め

ることはできない。 

 



 

山口国民年金 事案 720 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 56 年 11 月から 57 年 12 月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 33年生 

住    所 ：  

  

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： 昭和 56年 11月から 57年 12月まで 

    私は、Ａ社を辞めて厚生年金保険の被保険者資格を失ったので、私の養

母が直ちに私の国民年金の加入手続を行った。 

几
き

帳面な養母が家族分の国民年金保険料をまとめて納付していたので、

私の保険料だけが未納であるということは考えられない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、Ａ社を辞めた後、直ちに国民年金の加入手続を行い、国民年金

保険料を納付していたと主張しているところ、申立人の年金手帳の国民年金

手帳記号番号欄の下部に「初度受付 昭和 60 年３月４日 Ｂ市」と記載があ

る上、申立人の手帳記号番号の７番前に加入手続した日が資格取得日となる

任意加入被保険者が認められ、その資格取得日が昭和 60 年３月２日であるこ

とが確認でき、申立人の年金手帳に記載されている「初度受付」の日付の時

期と符合していることから、国民年金の加入手続は当該受付日に行われ、資

格取得日は厚生年金保険被保険者資格の喪失日である 56 年 11 月 21 日まで遡

ったと考えられ、当該加入手続の時点では、申立期間に係る国民年金保険料

は時効期限の到来により、納付することができない。 

また、申立人が厚生年金保険被保険者資格を喪失した昭和 56 年 11 月から、

前述のとおり申立人の手帳記号番号が払い出されたと考えられる 60 年３月ま

での国民年金手帳記号番号払出簿を見ても、現在判明している申立人の手帳

記号番号以外に申立人に払い出された手帳記号番号を確認することはできな

い上、申立人は 56 年７月から 60 年９月までの期間は住所を異動していない

など、申立人に対し、申立期間において別の手帳記号番号が払い出されてい

たことをうかがわせる事情も見当たらない。 

   さらに、申立人は、申立期間の国民年金の加入手続及び保険料の納付に直



 

接関与していない上、申立人の養母からは、国民年金の加入手続について具

体的な供述を得ることができない。 

加えて、Ｂ市が管理する申立人に係る国民年金被保険者台帳の納付記録を

見ると、申立期間は未納となっており、国の年金記録（オンライン記録）と

一致している。 

このほか、申立人の国民年金保険料が納付されたことを示す関連資料（家

計簿、確定申告書等）は無く、ほかに国民年金保険料が納付されたことをう

かがわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。 



 

山口国民年金 事案 723 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 59 年４月から 61 年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 23年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： 昭和 59年４月から 61年３月まで 

 私の夫は転勤が多かったが、転入及び転出時には必ず私が市役所で手続

を行っており、私の国民年金の手続についてもその都度行っていた。 

私は、昭和 60 年４月にはＡ市からＢ市に転居したが、任意加入していた

国民年金被保険者資格を喪失する届出を行った記憶は無く、申立期間も国

民年金保険料を納付していたはずなので、申立期間の納付を認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、戸籍の附票により、昭和 60 年４月６日にＡ市からＢ市へ住所を

変更していることが確認できるところ、Ａ市が保管する申立人の国民年金被

保険者名簿及びＢ市が作成、保管する申立人の国民年金被保険者台帳により、

申立人は、59 年４月１日に国民年金の任意加入被保険者資格を喪失し、61 年

４月１日に第３号被保険者資格を取得するまで国民年金の被保険者でなかっ

たことが確認できることから、申立期間は国民年金の未加入期間であり、制

度上、保険料を納付することができない。 

また、申立人は、「自分の名前は読みにくく、間違った読み方をされるこ

とが多い。」と供述しているところ、漢字氏名検索及び複数の読み方による

カナ氏名検索を行ったが、現在判明している申立人の被保険者記録のほかに

申立人のものと推認される被保険者記録は見当たらず、申立人に別の国民年

金手帳記号番号が払い出されていたことをうかがわせる事情も見当たらない。 

さらに、申立人がＡ市において、申立人の夫が勤務していた会社の社宅で

一緒だったとする友人二人に照会しても、申立人の保険料納付に関する供述

は得られなかった。 

加えて、申立人の申立期間に係る保険料納付に関する記憶は曖昧で、申立

人が申立期間の保険料を納付したことを示す関連資料（家計簿、確定申告書

等）は無く、ほかに保険料を納付したことをうかがわせる周辺事情も見当た



 

らない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。 

 



 

山口国民年金 事案 724 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 44 年３月から 48 年９月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ：  男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 24年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： 昭和 44年３月から 48年９月まで 

    昭和 44 年頃に、私の母親が私の国民年金の加入手続を行い、私の国民年

金保険料も自宅を訪れるＡ市の集金人に納付してくれていた。私は、母親

が几
き

帳面な性格だったので、漏らすことなく全て私の保険料を納付してく

れていたと思っている。 

    私が所持している年金手帳の「初めて被保険者となった日」は昭和 44 年

＊月＊日と記録されているので、申立期間が未納とされていることに納得

できない。申立期間を保険料納付済期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、「昭和 44 年頃に、母親が私の国民年金の加入手続を行い、自宅

を訪れるＡ市の集金人に保険料を納付してくれていた。」と主張していると

ころ、申立人の国民年金手帳記号番号は、国民年金手帳記号番号払出簿から、

昭和 50 年９月 11 日に職権により申立人の妻と連番で払い出され、Ａ市が作

成、保管する申立人の国民年金被保険者台帳から、申立人は、44 年＊月＊日

に遡って国民年金被保険者資格を取得していることが確認できることから、

申立人に手帳記号番号が払い出された時点では、申立期間のうち同年３月か

ら 48年６月までの保険料は時効により納付することができない。 

また、国民年金被保険者台帳から、申立人は、申立期間直後の昭和 48 年

10 月から 50 年３月までの保険料を同年 11 月 28 日に過年度納付しているこ

とが確認できるところ、その時点では、申立期間のうち 48 年７月から同年９

月までの保険料については、時効期限が到来しており、納付することができ

なかったものと考えられる。 

さらに、申立人は、国民年金の加入手続及び申立期間に係る保険料の納付

に関与しておらず、これを行ったとする申立人の母親は、申立人の加入手続



 

に関する状況、並びに申立期間に係る保険料の納付方法、納付額及び納付時

期を記憶していない上、申立人に別の手帳記号番号が払い出されていたこと

をうかがわせる事情も見当たらない。 

加えて、申立期間は 55 か月間と長期間であり、市役所及び社会保険事務所

（当時）の双方において、納付記録が継続して欠落したとは考え難い。 

このほか、申立人の国民年金保険料が納付されたことを示す関連資料（家

計簿、確定申告書等）は無く、ほかに国民年金保険料が納付されたことをう

かがわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。 

 

 



山口厚生年金 事案 1132 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 21 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 37 年６月１日から 40 年５月 29 日まで 

    私は、中学校を卒業後、昭和 36 年５月に集団就職でＡ県にあったＢ社

（現在は、Ｃ社）に入社し、同社在籍中に社名がＤ社に変更になったこ

とを記憶しているが、中途退職した記憶は無いのに申立期間の厚生年金

保険の被保険者記録が無い。 

当時、私は、社長から、「娘婿が近いうちに独立するので協力してや

ってほしい。」と言われ、昭和 41 年９月にＡ県にあったＥ事業所に派遣

された。そのときは、社長から、「健康保険がしばらく使えなくなる。」

と言われて、Ｆ県の私の実家から健康保険被保険者証を送ってもらった

記憶がある。 

昭和 41 年９月からの被保険者記録が無いということには納得できる

が、申立期間の被保険者記録が無いということは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ｃ社が保管する従業員に係る定期昇給表、賞与支給表等の給与関係資料

において、申立期間前及び申立期間後の期間に係る資料には、申立人の氏

名が確認できるものの、申立期間に係る資料には申立人の氏名は見当たら

ない上、申立期間後の昭和 40 年７月の夏期賞与支給表には申立人が同年

５月 29 日に再度採用されたことが記載されており、当該採用日は申立人

の雇用保険被保険者資格の取得日と一致している。 

また、Ｄ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿において、昭和 36

年５月から 41 年 10 月までの期間に厚生年金保険被保険者資格を取得した

ことが確認でき、連絡先が判明した 23 人に文書照会したところ、19 人か

ら回答があったが、申立人が申立期間において同社に勤務していたことを



確認できる回答は得られず、申立人の申立期間における勤務実態及び厚生

年金保険料の控除等の具体的な状況について確認できない。 

さらに、当該被保険者名簿によると、申立人は、昭和 36 年５月１日に

厚生年金保険被保険者資格を取得（健康保険の整理番号＊番）し、37 年６

月１日に同被保険者資格を喪失した後、40 年５月 29 日に同被保険者資格

を再度取得（同＊番）していること、及び 37 年６月１日の資格喪失に伴

い健康保険被保険者証を返納していることを示唆する記載が確認できる

ところ、当該資格取得日及び資格喪失日はオンライン記録と一致している。 

加えて、当該被保険者名簿において、申立期間に申立人の氏名は見当た

らず、健康保険の整理番号に欠番も無いことから、申立人の記録が欠落し

たとは考え難い。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確

認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

  



山口厚生年金 事案 1133 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者としてその主張す

る標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 26 年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： 昭和 51 年 10 月１日から 52 年４月 21 日まで 

私は、Ａ県Ｂ市にあったＣ社でＤ職として従事していた。家庭の事情

で昭和 52 年に同社を退職することになったが、当時の給与は 18 万円か

ら 21 万円だった。退職前の 51 年 10 月の標準報酬月額は 15 万円となっ

ているが、前年（昭和 50 年 10 月）の標準報酬月額 18 万円に比べて３万

円低く記録されているのは不自然だと思うので、調査してほしい。 

 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間について、申立人は、実際に支給されていた給与額と比べて、

標準報酬月額が低く記録されていると申し立てているが、申立人は給与明

細書などの関連資料を所持しておらず、Ｃ社は平成 12 年に解散し、事業主

も既に死亡しているため、申立人の報酬月額及び厚生年金保険料の控除等

について確認することができない。 

また、Ｃ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿から、申立期間当

時の被保険者記録が確認できる同僚 10 人の標準報酬月額を確認したとこ

ろ、申立人の標準報酬月額のみが低額であるという事情は見当たらない。 

さらに、前述の被保険者名簿から、申立期間当時、厚生年金保険の被保

険者記録が確認できる同僚のうち複数の者が、Ｃ社における自身の標準報

酬月額について、「記録に誤りがあるとは思わない。」と回答しており、申

立人及び同僚の申立期間に係る標準報酬月額が遡って訂正されるなどの不

自然な事務処理の形跡も見られない上、申立人に係る前述の被保険者名簿

及びオンライン記録上の標準報酬月額は一致していることが確認できる。 



このほか、申立人の主張する標準報酬月額に基づく申立期間における厚

生年金保険料の控除について確認できる関連資料及び周辺事情は見当たら

ない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間について、その主張する

標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を事業主により給与から控除されて

いたことを認めることはできない。 

 


